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特許実施許諾契約書 
 
和久田数臣（以下「甲」という。）と                   

（以下「乙」という。）は、甲が保有する特許権の実施許諾に関し、以下のとお

り契約（以下「本契約」という。）を締結する。 
 
（実施許諾） 
第１条 甲は、乙に対し、甲が保有する下記の特許権（以下「本特許権」という。）

について、次項に定める範囲における非独占的通常実施権（以下「本実施権」

という。）を許諾する。 
記 

① 特許番号：特許第７３５０５０２号 
発明の名称：戸建住宅およびその施工方法 
出願日：平成３１年４月１５日 
登録日：令和５年９月１５日 

② 特許番号：特許第７７４９７８６号 
発明の名称：戸建住宅およびその施工方法 

（以下、①の発明と合わせて「本発明」という。） 
出願日：令和６年１０月２８日 
登録日：令和７年９月２６日 
 

２ 前項により許諾される本実施権の範囲は、次のとおりとする。 
 ⑴ 地域（建設予定地）：第４条１項の書面のとおり 
 ⑵ 期間（施工期間）：第４条１項の書面のとおり 
 ⑶ 態様：本実施権に基づく戸建住宅（以下「実施住宅」という。）１棟の建

築及び販売 
 
（再実施許諾の禁止） 
第２条 乙は、本実施権について、第三者に対し再実施許諾を行う権利を有しな

い。 
 
（対価） 
第３条 乙は、甲に対し、本実施権の対価（以下「実施料」という。）として、

１０万円（消費税別）を支払う。 

２ 乙は、甲に対し、別途甲が発行する請求書の受領後３０日以内に、前項の実
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施料を同請求書記載の銀行口座に振り込んで支払う。振込手数料は乙の負担

とする。 

 
（乙の報告義務） 
第４条 乙は、実施住宅の建築にかかる請負契約書その他実施住宅の建設予定

地及び施行期間を特定するに足りる書面（以下「請負契約書等」という。）を

作成し、本契約の締結時に請負契約書等の写しを甲に送付するものとする。 
２ 乙は、甲に対し、前条２項の支払いが完了した後、速やかに振込証明書その

他実施料の支払いが確認できる書面の写しを甲に送付するものとする。 
３ 甲は、必要に応じ、随時乙から本発明の実施状況その他実施に必要な事項に

ついて報告を求め、又は甲の職員をして、実施に関する帳簿書類その他の物件

を調査できる。この際、乙は正当な理由なく、報告及び調査を拒むことはでき

ない。 
 

（対価の不返還） 

第５条 本契約に基づき、乙から甲に支払われた実施料は、いかなる事由による

場合でも返還しない。 
 
（非保証） 
第６条 甲は、本発明の実施から生じる乙その他第三者のいかなる損害につい

ても法律上及び契約上一切の責任を負わない。 

 

（特許権侵害の回避・排除） 

第７条 甲は、本発明の実施により第三者の特許権等を侵害した場合、乙からの

要請に応じ、当該侵害の回避について乙に協力する。 

２ 乙は、第三者が本特許権を侵害し又は侵害しようとしていることを知った

ときは、直ちにその旨を甲に通知し、当該侵害の排除又は予防について甲に協

力する。 
 
（不争義務） 
第８条 乙が、直接又は間接を問わず、本特許権の有効性を争う場合、甲は何ら

の催告も要せず直ちに本契約を解除することができる。 
 
（改良発明） 
第９条 乙が本契約の有効期間中に実施住宅に関して本発明を改良し又は本発

明に基づき新たな発明若しくは考案をしたときは、直ちにその内容を甲に通
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知するものとし、甲は、これを無償で実施できるものとする。 

 

（特許表示） 

第１０条 乙は、実施住宅の販売又は紹介若しくは広告等にあたっては本特許

権の特許表示をしなければならない。 

 

（秘密保持） 

第１１条 甲及び乙は、本契約の内容並びに本発明の実施に関連して知得した

相手方の営業上及び技術上の情報を秘密に保持し、事前の書面による相手方

の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならず、また本契約の履行の目的

以外に使用してはならない。ただし、次の各号に該当するものはこの限りでは

ない。 

⑴ 開示を受けた際、既に公知であったもの又は既に自己が保有していたこと

を証明できるもの 

⑵ 開示を受けた後、自己の責に帰すべき事由によらずに公知となったもの 

⑶ 正当な権限を有する第三者より守秘義務を伴わずに開示されたもの 

⑷ 相手方の秘密情報とは無関係に独自に開発したことを証明できるもの 

⑸ 法令、政府機関、裁判所の命令により開示が義務付けられたもの 

 

（譲渡禁止） 

第１２条 甲及び乙は、本契約から生じる権利若しくは義務の全部又は一部を、

相手方の書面による承諾なく、第三者に譲渡し又は担保に供してはならない。 

 

（有効期間） 
第１３条 本契約の有効期間は、第１条２項⑵が定める期間とする。 

２ 前項にかかわらず、第４条ないし第７条、第９条ないし第１２条、第１６条

及び第１７条は、本契約の終了後も有効に存続するものとする。 

 

（解除） 

第１４条 甲又は乙は、相手方が本契約に違反した場合、相手方に対しその是正

を催告し、相手方が催告後３０日以内に当該違反を是正しないときは、本契約

を解除できる。 

２ 甲又は乙は、相手方に以下に定める事由が発生した場合、何らの催告も要せ

ず直ちに本契約を解除できる。 

 ⑴ 監督官庁により営業許可の取消し又は営業停止処分を受けたとき 

 ⑵ 支払停止若しくは支払不能の状態に陥ったとき、又は、自ら振り出し若し
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くは引き受けた手形若しくは小切手が不渡り処分を受けたとき 

 ⑶ 差押え、仮差押え、仮処分、競売、強制執行又は租税滞納処分を受けたと

き 

 ⑷ 破産手続開始、民事再生手続開始、会社再生手続開始、特別清算開始又は

これらに類似する倒産手続開始の申立てがあったとき又は自ら申し立てた

とき 

 ⑸ 解散、会社分割、事業譲渡又は合併の決議をしたとき 

 ⑹ 災害、労働紛争その他により、その資産又は信用状態に重大な変化が生じ、

本契約に基づく債務の履行が困難になるおそれがあると客観的に認められ

る相当の理由があるとき 

 ⑺ その他前各号に準じる事由があるとき 

２ 甲及び乙は、前項各号に定める事由が生じた場合は、直ちに相手方に通知す

る。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第１５条 甲と乙は、自己又は自己の役員、使用人、株主若しくは出資者、代理

人若しくは媒介をする者が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、暴力

団構成員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、総会屋、

社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下

これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれに

も該当しないことを表明し、且つ将来にわたってもこれらに該当しないこと

を確約する。 

⑴ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

⑵ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有するこ 

 と 

⑶ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係

を有すること 

⑷ 暴力団員等に対して資金等を提供しまたは便宜を供与するなどの関与を

していると認められる関係を有すること 

⑸ 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難さ

れるべき関係を有すること 

２ 甲と乙は、相手方が前項の表明・確約に反し、相手方又は相手方の役員、使

用人、株主若しくは出資者、代理人若しくは媒介をする者が暴力団員等に該当

することあるいは前項の一にでも該当することが判明したとき、又は相手方

が自ら又は第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行ったとき
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は、何らの催告をせず、本契約を解除することができる。 

⑴ 暴力的な要求行為 

⑵ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

⑶ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

⑷ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて他方当事者の信用を毀損し

又は業務を妨害する行為 

⑸ その他前各号に準ずる行為 

３ 前項の規定により本契約が解除された場合には、解除された者は、解除によ

り生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。 

 

（協議等） 

第１６条 本契約に取り決めていない事項について問題が発生した場合、又は

本契約の条項の解釈に疑義が生じた場合には、甲乙誠意を持って協議し、解決

に努める。 

 

（合意管轄） 

第１７条 本契約に関して紛争が生じたときは、熊本地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 

 
 
以上のとおり契約したので、その証として本書２通を作成し、甲乙各記名押印

のうえ、各１通を所持する。 
 
 
令和  年  月  日 
 
 

甲  和久田 数臣 
 
 

乙   


